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資料１ 野々市市における運用状況 

 １ 公用車の保有状況について 

  （１）所管部署別、車種別の状況 

   所管部署別、車種別の状況は表 1-1のとおりである。公用車の保管場所については、行政監査対

象車両 47台のうち 40台は庁舎地下に保管している。残りの７台においては使用課（施設）の駐車

場に保管している。 

表 1-1 所管部所別、車種別保有状況 

 

予約システムに対応している車両は、表 1-2 のとおりである。そのうち全ての予約に予約シス

テムを利用している車両は総務課が管理する 21台（44.7％）である。予約システムを利用可能で

も、課（施設）内の使用は予約システムを利用せずに他の部署への貸出に対してのみ利用している

車両が４台（8.5％）ある。 

表 1-2予約システムへの対応の別における車種別の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 

 

  （２）保有形態別の状況 

   保有形態別の状況は表２のとおりであり、44台の総購入費は 84,788千円であった。環境安全課

の「その他」は消防庁からの貸与である。 

表２ 保有形態別の状況 

 

（３）保有台数の推移 

   共用公用車 15 台をはじめ 38 台（80.9％）の車両を集中管理している総務課における保有台数

の推移は、表３のとおり概ね横ばいで推移している。 

表３ 車種別、保有携帯別、保有台数の推移（総務課により管理している車両のみ） 
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（４）経過年数別の状況 

   登録後から平成 31年３月 31日までの経過年数ごとの保有状況は、表 4-1、表 6-1である。20年

以上の長期にわたり保有している車両の詳細は表７のとおりである。共用公用車においては、表 4-

2、表 6-2のとおりである。 

登録後経過年数の平均は表 5-1 のとおりである。共用公用車の登録後経過年数の平均は表 5-2

のとおりである。 

表 4-1 所管部所別、経過年数別の保有状況 

 
表 4-2 共用公用車における所管部所別、経過年数別の保有状況 

 
表 5-1 所属部署別経過年数の平均   表 5-2 共用公用車における所属部署別経過年数の平均 
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表 6-1 車種別、経過年数別の保有台数 

 
表 6-2 共用公用車における車種別、経過年数別の保有台数 

 
表７ 登録後 20年以上経過した車両一覧 
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（５）低公害車の保有状況 

   低公害車の保有台数は表 8-1のとおりである。共用公用車では表 8-2のとおりである。 

表 8-1 低公害車の保有状況 

 

表 8-2 共用公用車における低公害車の保有状況 

 

（６）ＥＴＣ、カーナビ及びドライブレコーダー搭載車の状況 

 ＥＴＣ、カーナビ及びドライブレコーダー搭載車の状況は表 9-1、表 9-2のとおりである。 

共用、専用の別では、カーナビ搭載車は、共用公用車は小型乗用自動車が２台、専用公用車は普

通乗用自動車が２台である。また、ドライブレコーダーは、共用公用車は小型乗用自動車が２台、

小型貨物車が１台、軽貨物車が２台、専用公用車は小型乗用自動車が１台、軽乗用自動車が１台、

普通特殊車が１台である。 

表 9-1 ＥＴＣ、カーナビ及びドライブレコーダー搭載車の状況 

 
表 9-2 共用公用車におけるＥＴＣ、カーナビ及びドライブレコーダー搭載車の状況 
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（７）他市町との比較 

   共用公用車の集中管理の状況、自家用車の公務使用の状況、公用車の購入計画の状況、公用車の

装備・性能等の導入の状況、低公害車の導入の状況について確認した。 

   共用公用車の集中管理については、表 10のとおりである。集中管理していない自治体は、金沢

市や川北町外２市３町であり自治体の面積の規模によるものではないことが伺える。 

表 10 石川県内各市町の共用公用車集中管理の状況 

 

自家用車の公務使用の状況については、表 11のとおりである。なお、野々市市では自家用車の

公務使用を野々市市職員の自家用車の公務使用に関する取扱要領で規定している。なお、野々市市

職員等旅費条例により車賃（旅費）の額は、１キロメートルにつき 37円としているが、石川県内

の市町では最も高い金額は 40 円であり、最も安い金額は 20 円である。なお、石川県における車

賃は１キロメートルにつき 37 円であるが、私用車による旅行は１キロメートルにつき 28 円であ

ると定められている。 

表 11 自家用車の公務使用の状況 

 

公用車の購入計画の状況について、野々市市では公用車購入基準を策定し計画的に公用車を更

新している。購入計画を策定している自治体は半数を下回っていた。策定していない自治体では、

車両の台数、不具合、性能劣化の状況、修繕頻度、修繕費用等を考慮して、必要に応じて予算要求

している。更新の基準とする経過年数の目安は 13年や 20年、総走行距離の目安も 10万ｋｍや 20

万Ｋｍと自治体によって異なっていた。また、加賀市では購入よりもリースが中心になっていると

のことであった。 
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   公用車の装備・性能等の導入の状況では、野々市市ではドライブレコーダーについて、随時確認

する必要があることからＳＤカードが利用でき、一般的な映像が記録できるものを新車購入時に

設置することとしている。また、自動ブレーキについては、機能は走行及び視認条件に大きく依存

するため、必要な諸元としていないが、新車購入時に設置することとしている。公用車の装備、性

能等の導入の状況は表 12のとおりである。輪島市では既存の公用車には前方のみ全ての車両への

設置を完了し、新車購入時にも設置するものとしていた。前方のみに設置すると回答した自治体が

複数見受けられた。 

表 12 公用車の装備・性能等の導入の状況 

 
    低公害車の導入について、野々市市では購入する際に、中古品は不可とし、低燃費、排出ガス

規制、燃費基準の達成車であるかを要件としている。低公害車を導入する際の必須事項を定めてい

る自治体は半数を下回っていた。能美市では、公用車購入等に係る車種選定要綱を定め、公用車の

低公害・低燃費化の促進、二酸化炭素の排出抑制及び維持管理費の削減が図れる車を購入すること

としていた。車種によって最新モデルでの更新を基本としている自治体や、一般車両はハイブリッ

ド車両それ以外の特殊車両については環境に配慮した車両としている自治体もある。 
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 ２ 公用車の稼働状況について 

  （１）稼働率の状況 

   稼働率の状況については表 13-1、表 14-1のとおりである。 

予約システムを利用した場合、実際に車両が使用されていなくても、予約している部署にしか使

用できない状態となるため、公用車運転日誌ではなく予約システムが全予約に利用されている車

両 21台について稼働率を確認した。公用車運転日誌は、設置されていない車両があることや、保

存年限が統一されてないことから運行状況を確認できない車両があるため監査資料とするには不

適切であると判断し稼働率の確認には用いていない。 

共用公用車については、表 13-2、表 14-2のとおりである。稼働日数に土曜日、日曜日、祝日と

いった開庁日ではない日を含んでいることも理由となるが、平均稼働率は 104.5％と非常に高い。 

表 13-1 稼働率の状況 

 

表 13-2 共用公用車における稼働率の状況 

 
表 14-1 車種別稼働率の状況 
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表 14-2 共用公用車における車種別稼働率の状況 

 

 （２）総走行距離別の保有状況 

   総走行距離別の保有状況は表 15-1、表 16-1、表 17-1のとおりである。最も総走行距離が大きい

ものは、総務課が所管し建設課が使用している普通特殊自家用車１台である。共用公用車において

は表 15-2、表 16-2、表 17-2のとおりである。 

表 15-1 所管部署別、総走行距離別保有台数 

 

表 15-2 共用公用車における所管部署別、総走行距離別保有台数 
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表 16-1 経過年数別、総走行距離別保有台数 

 

表 16-2 共用公用車における経過年数別、総走行距離別保有台数 

 

表 17-1 車種別、総走行距離別保有台数 
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表 17-2 共用公用車における車種別、総走行距離別保有台数 

 

 （３）年間走行距離の状況 

   年間走行距離の状況は表 18-1のとおりである。共用公用車においては表 18-2のとおりである。

年間走行距離の単純平均は表 19-1、表 20-1、表 21-1 のとおりである。共用公用車では表 19-2、

表 20-2、表 21-2である。 

表 18-1 年間走行距離別の保有状況           表 18-2 共用公用車における年間走行距離別の保有状況 

 
表 19-1 所管部署別、年間走行距離等の状況 

 
表 19-2 共用公用車における所管部署別、年間走行距離等の状況 
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表 20-1 車種別、年間走行距離等の状況 

 
表 20-2 共用公用車における車種別、年間走行距離等の状況 

 

表 21-1 経過年数別、年間走行距離等の状況 
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表 21-2 共用公用車における経過年数別、年間走行距離等の状況 

 

 （４）稼働率が低い車両 

   年間稼働率が 70％未満の車両は次のとおりである。 

表 22 稼働率が低い車両（予約システムを全ての予約に利用している車両のみ） 

 

   なお、年間稼働率が 70％未満である２台のうち共用公用車に対して補足調査を実施した。専用

公用車に対しては使用目的等を聴取した。稼働率が低い理由等は次のとおりである。 

（Ｎｏ．１）は、他の車両に比べると車両が大きく、取り回しが難しいため使用が敬遠されやす

い。看板や物品等の大型荷物の運搬に利用することを主な目的とした車両である。選挙、まつり、

マラソン大会等の大型イベントでよく使用されており、利用時期や用途が限定されやすいが、今後

も市の業務全般で必要としており現状のとおり保有する。 

（Ｎｏ．２）は専用公用車であり、高齢者等の安否確認、行方不明者の捜索、高齢者虐待へ対応

するための車両としており、目的外の使用を制限している。 
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 ３ 維持管理の状況について 

  （１）維持管理経費 

   行政監査対象車両の１年間の燃料費を含めた維持管理経費は 12,878 千円で、1 台あたりの平均

維持管理経費は 274 千円である。維持管理費のうち、燃料費は 2,831 千円で、1 台あたり 60千円

である。燃料費を除いた維持管理経費は、表 24-1、表 25-1、表 26-1のとおりである。共用公用車

においては、表 24-3、表 25-3、表 26-3のとおりである。車種別の 1台あたりの平均経費が、最も

少額である軽特殊車３台は、いずれもミニキャブであり、特殊な装備がない場合は軽貨物自動車と

して分類される車両で、スピーカー・車載看板が備えられている車両、公共応急作業車として使用

されている車両、特殊応急作業車として使用されている車両である。 

なお、リースにより保有している車両 1台の年間リース代は表 23-2のとおりであり、維持管理

経費は表 24-2、表 25-2、表 26-2のとおりである。登録年月日からの経過年数は 15年９か月と長

いことから、違う車両への変更を検討しているとのことであった。 

表 23-1 燃料費の状況 

 

表 23-2 リース料の状況 

 

表 24-1 所管部署別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 
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表 24-2 リースにより保有している車両における所管部署別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 

 

表 24-3 共用公用車における所管部署別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 

 

表 25-1 経過年数別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 

 

表 25-2 リースにより保有している車両における経過年数別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 

 

表 25-3 共用公用車における経過年数別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 
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表 26-1 車種別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 

 

表 26-2 リースにより保有している車両における車種別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 

 
表 26-3 共用公用車における車種別維持管理経費の状況（燃料費を除く） 

 
（２）公用車運転日誌の整備状況 

   公用車運転日誌の整備状況は表 27-1、表 27-2のとおりである。専用公用車について、書面調査

の他に使用課へ聴取を行ったところ、建設課１台、上下水道課６台に備えられていなかった。ただ

し、上下水道課の１台は給水車であり給水の記録が公用車運転日誌の役割を担っている。なお、試

査により共用公用車のうちミニキャブ（石川 480 け 1127）及びヴォクシー（石川 530 は 1502）

に対して実査したところ、野々市市公用車管理規程により様式が定められていることから記録す

べき内容や記載方法は統一されているが、「行き先又は用途」欄に「市内」と抽象的に記載してい

る事例が数多く見受けられた。 

表 27-1 公用車運転日誌の整備の状況          表 27-2 共用公用車における公用車運転日誌の整備の状況 
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（３）日常点検、車内清掃等の状況 

   野々市市公用車管理規程により、公用車の運航開始前に点検を実施すると規定されている。ま

た、運転者は、その運行に関する記録を公用車運転日誌に記載し、車庫に納車後必要に応じて、そ

の状態を管理者に報告しなければならないと規定されている。日常点検、車内清掃、予約の方法の

状況は表 28-1、表 28-2のとおりである。予約の方法は使用課に聴取した。 

   公用車運転日誌のない車両においても日常点検は運行前に毎回実施していた。公用車運転日誌

は点検項目まで記載されていないが、実査した車両では、「車両の異常」欄に「なし」や「給油」

といった記載が多く見受けられた。 

なお、野々市市公用車管理規程には予約システムによる公用車の使用手続が規定されているが、

予約システムについては定義されていない。 

表 28-1 日常点検、車内清掃等の状況 

 

表 28-2 共用公用車における日常点検、車内清掃等の状況 
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 ４ 自家用車の公務使用状況について 

  （１）部署別自家用車の公務使用状況 

 平成 30年度における自家用車の公務使用状況について全課（室・局）及び出先機関を対象に照

会したところ、結果は表 29のとおりであった。 

   自家用車の用件や使用承認の基準、また承認しない場合については、野々市市職員の自家用車の

公務使用に関する取扱要領により規定されており、承認しない場合には自家用自動車の整備状況

が良好とは認められない場合という要件がある。 

表 29 部署別自家用車の公務使用状況 

 

（２）部署別自家用車の公務使用における庁舎外、非常勤職員等の割合 

 部署別自家用車の公務使用における庁舎外、非常勤職員等の割合は表 30のとおりである。なお、

庁舎内の部署において、非常勤職員等は自家用車の公務使用を行っていない。 

表 30 部署別自家用車の公務使用における庁舎外、非常勤職員等の割合 
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（３）庁舎外における部署別自家用車の公務使用状況 

庁舎外における部署別自家用車の公務使用状況は表 31-1のとおりである。スポーツ振興課（専

用公用車を２台使用）や教育センター（少年育成センターにおいて専用公用車を１台使用）等の専

用公用車を配置している部署もあるが、小学校、中学校、保育園や子育て支援センター等の専用公

用車が配置されていない部署が多い。専用公用車の稼働回数を全ては把握していないことから、庁

舎内外別の公務における自動車の使用回数について述べるものではないが、表 31-2のとおり共用

公用車の稼働回数においては、庁舎内の部署による使用が圧倒的に多い。また、自家用車の公務使

用の延べ回数は、庁舎外の部署による使用が多い。なお、自家用車の公務使用における行き先は主

に市内であり、庁舎外の部署の職員が庁舎に立ち寄って公用車を使用することは非効率的である。 

表 31-1 庁舎外における部署別自家用車の公務使用状況 

 

表 31-2 庁舎内外別、共用公用車の稼働回数と自家用車の公務使用の延べ回数の状況 

 
（４）非常勤職員等における部署別自家用車の公務使用状況 

 非常勤職員等における部署別自家用車の公務使用状況は表 32のとおりである。 

表 32 非常勤職員等における部署別自家用車の公務使用状況 
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（５）部署別旅行命令簿等に記載せずに自家用車を公務使用した事例の有無 

 部署別旅行命令簿等に記載せずに自家用車を公務使用した事例は、緊急性がある場合や、予算が

不足すること等により旅費の支給を受けられないと考えた場合、事務負担の軽減を考慮した場合、

施設に公用車がない場合等と様々な理由によるものだったが、いずれも自家用車公務使用許可申

請はされていた。 

 

（６）自家用車公務使用許可申請等の状況 

自家用車を所有していても自家用車公務使用申請をするかは任意によるものである。自家用車

公務使用許可をされている職員数等は表 33-1のとおりである。また、自家用車を公務使用するこ

とが多い健康福祉部と教育文化部の庁舎外の部署においては表 33-2のとおりである。市の駐車場

を利用していない職員も自家用車公務使用申請をしていることがわかる。 

   また、市の駐車場を利用している職員数よりも自家用車公務使用を許可している職員数が多い

部署等は表 33-3のとおりである。庁舎内の自家用車公務使用を許可している職員数と市の駐車場

を利用している職員数との差は 24人であり、庁舎外では自家用車公務使用を許可している職員数

と市の駐車場を利用している職員数との差は 91人である。 

   野々市市職員駐車場利用要領には、職員駐車場を利用するためには通勤用自家用車届出書によ

り市長に届け出て許可を受けなければならないと規定されている。許可を受ける必要がない場合

も規定されており、想定される事由として、庁舎に立ち寄らずに研修等の会場へ自宅から往復する

場合や、許可不要の休日に勤務を命ぜられる場合等があるが、非常勤職員等において頻繁にそのよ

うな事由が生じるとは考え難い。これらのことからは、自ら民間の駐車場を借りて自動車で通勤し

ている職員がいること、または普段は自動車を運転しない職員が自家用車を公務使用することが

ある可能性があることを示しており、庁舎外においては非常勤職員にも同様のリスクがあること

がわかる。 

表 33-1 自家用車公務使用許可申請等の状況 
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表 33-2 健康福祉部及び教育文化部の庁舎外における自家用車公務使用許可申請等の状況 

 

表 33-3 市の駐車場を利用している職員数よりも自家用車公務使用を許可している職員数が多い部署等の状況 
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５ 事故発生状況及び安全対策について 

（１）公務中における事故の発生状況 

平成 29年度、平成 30年度における事故の件数は表 35のとおりであり、損害額の合計は 2,547千

円である。表 34-1、表 34-2のとおり、年代別では 30代、40代に比較的に多く、性別に傾向はみら

れない。発生場所、原因は表 36のとおりであり、主な原因は不注意や確認不足である。 

野々市市職員安全運転指導規程によると、公用車等を運転中に交通事故を起こした職員に対して、

人身・物損の別や損害額等の条件によって、交通事故の再発防止のために実施する安全運転に関する

指導を行うこととなっている。石川県安全運転研修所が実施する安全運転講習を受講し、安全運転更

生計画書に修了証書の写しを添えて所属長を経て任命権者に提出し、その内容が審査により適当と

認められることにより終了するものである。 

表 34-1 年度別、年代別等の事故発生状況 

 
表 34-2 年度別、年代別等の事故発生状況の構成比 

 
 

 

表 35 年度別の事故の種別の状況 

 

表 36 事故発生場所、発生原因の状況 
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（２）公用車の管理における統括等の選任状況 

公用車の管理における統括、公用車の管理者、安全運転管理者は表 37のとおりである。 

安全運転管理者は、特に総務課長、秘書室長、環境安全課長が、表 38 のとおり管財係、職員係、

防災安全係の業務を行う部署としての取組を実施している。 

表 37 公用車の管理における統括等の状況 

 
表 38 職員の交通安全対策への取組状況 
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資料２ 行政監査対象部署 
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資料３ 行政監査対象車両 

 

※予約システム利用可能な車両について 

総務課の専用公用車両の内訳は、福祉総務課２台、介護長寿課３台、建設課１台、教育総務課２台である。福祉総務課の２台、介護長寿課の３台のうち２台は他の

課への貸出を行っている。教育総務課の２台のうち１台は平成 30年 10月 24日に購入した青色防犯パトロールのための車両である。パトロールしていない時間は他

の課へ貸出している。また、１台は教育長車であり平成 30年度は目的外の使用をしていないが、令和元年度から他の課での使用を認めている。 

※予約システム利用不可能な車両について 

総務課の車両の内訳は、市長車、副市長車、議長車、福祉総務課、発達相談センター、建設課、都市計画課、給食センター、にぎわいの里ののいち カミーノに各

１台、スポーツ振興課、健康推進課、環境安全課に各２台である。発達相談センター、健康推進課、給食センター、にぎわいの里ののいち カミーノ、スポーツ振興

課は出先機関である。他の課の車両は全て専用公用車である。なお、生涯学習課の１台は教育センターに配置されている。 
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資料４ 公用車保有状況 

<共用公用車> 
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<専用公用車・予約システム利用可能> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



31 

 

<専用公用車・予約システム利用不可能> 

 

※No.16 エルフの保有方法は消防庁からの貸与である。 
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資料５ 公用車稼働状況 

<共用公用車> 

 

※公用車運転日誌は配置や保存年限が統一されていないため、予約システムの状況から稼働日数等を算出している。 
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<専用公用車・予約システム利用可能> 

 

※公用車運転日誌は保存年限が統一されていないため、予約システムの状況から稼働日数等を算出している。 

※予約システムが全予約に利用されている車両は、No.1 ｅｋワゴン、No.3 ワゴンＲ、No.4 ワゴンＲ、No.5 ウィッシュ、No.7 ｅｋワゴン、No.8 ピクシスエ

ポックである。 

※No.6 ヴォクシーは教育長車である。空き時間に目的外使用を認めたのは令和元年度からである。 

※No.7 ｅｋワゴン、No.9 ミライース、No.10 トヨエースの稼働率は 70％を下回ったが、専用公用車であり用途が明らかに限定されているため補足調査を省略した。 

※No.9 ミライースは転出入者の検針や量水器の設置等に使用する車両であり、No.10 トヨエースは公共応急作業用の車両である。No.9 ミライース、No.10 トヨエ

ースは他の課へ貸出する際に限って予約システムを利用している。 

※No.8ピクシスエポックは H30.10.24に購入し、H31.2.22に予約システムに登録している。 

※No.2 ランドクルーザー、No.9 ミライース、No.10 トヨエースは公用車運転日誌を備え付けていない。 
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<専用公用車・予約システム利用不可能> 

 

※予約システムを利用していないため稼働日数等は算出していない。 
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資料６ 維持管理経費の状況 

<共用公用車> 
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<専用公用車・システム予約可能> 
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<専用公用車・予約システム不可能> 
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資料７ 安全対策、公用車運転日誌の有無、日常点検の状況、予約の方法 

<共用公用車> 

 

※公用車運転日誌は日常点検記録簿を兼ねる。 
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<専用公用車・予約システム利用可能> 

 

※公用車運転日誌は日常点検記録簿を兼ねる。 
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<専用公用車・予約システム不可能> 
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※公用車運転日誌は日常点検記録簿を兼ねる。 
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資料８ ＥＴＣ、カーナビ、ドライブレコーダーの搭載 

<共用公用車> 
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<専用公用車・予約システム利用可能> 

 

 

 

 

 

 



44 

 

<専用公用車・予約システム不可能> 
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資料９ 予約システムを全予約に利用している公用車における部署別予約の状況 

 

※No.21ピクシスエポックは H30.10.24に購入し、H31.2.22に予約システムへ登録した。 
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共用公用車における部署別、車種別予約の状況 

 
共用公用車における部署別、車種別予約の状況の構成比 

 

※稼働回数 7,397 回のうち、介護長寿課は 966 回、税務課は 605 回、建築住宅課は 326回、都市計画課は 756 回、生涯学習課は 630 回である。主な用途は、税務課

では家屋評価、介護長寿課では介護認定調査、建築住宅課では建築完了検査、都市計画課では現場立合や公園点検、生涯学習課では放課後子ども教室である。 
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福祉総務課の専用公用車における部署別、車種別予約の状況 

 

介護長寿課の専用公用車における部署別、車種別予約の状況 

 

教育総務課の専用公用車における部署別、車種別予約の状況 

 

※専用公用車は他部署への貸出を行うこともあるが、概ね使用課により使用されていた。 

※主な用途は、介護長寿課では介護認定調査やはつらつトレーニング、福祉総務課では障害認定調査や生活保護費受給者への家庭訪問である。 
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資料 10 中央監視室における鍵返却時の予約修正の状況 

 

※No.21 ピクシスエポックは H30.10.24に購入し、H31.2.22に予約システムに登録した。 
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中央監視室における鍵返却時の予約修正の状況 

 

※中央監視室における鍵返却時の予約修正の状況を確認したところ、半分近い割合で予約の修正が行われていた。予約時間よりも早く公用車の鍵を返却した場合に、

鍵を管理する中央監視室の警備員が予約した職員に代わって予約時間を実際の返却時間に合わせて修正している。 
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資料11 野々市市公用車管理規程 

○野々市市公用車管理規程 

平成16年12月27日規程第５号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公用車の管理の適正化を図り、効率的で安全な運用を行うため、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において公用車とは、道路運送車両法（昭和26年法律第185号）第２条第２項に

定める自動車で市が所有し、又は賃借し、かつ、管理するものをいう。 

（公用車の分類） 

第３条 公用車は、その使用形態に応じて、専用公用車及び共用公用車に分類する。 

２ 専用公用車とは、特定の用務のため専属的に配置し、使用させる公用車をいう。 

３ 共用公用車とは、前号に規定する公用車以外の公用車をいう。 

（公用車の管理） 

第４条 公用車の管理は、総務部長が統括し、公用車の管理を効率的に行うため、必要があるとき

は、管理者に報告を求め、実施に調査し、又は必要な措置を講ずるものとする。 

２ 専用公用車の管理者は、配備された所属の長をもって充て、共用公用車の管理者は、総務課長

をもって充てる。 

（公用車の管理者の責務） 

第５条 管理者は、関係法令その他の定めるところにより、その所管に属する公用車を常に正常か

つ良好な状態に管理しなければならない。 

（安全運転管理者及び整備管理者の責務） 

第６条 安全運転管理者及び整備管理者は、道路交通法（昭和35年法律第105号）第74条の３及び

道路運送車両法第50条に基づく資格を有する職員のうちから市長が任命する。 

２ 安全運転管理者及び整備管理者は、管理者の命を受け、次に掲げる職務を行う。 

(１) 運転者の指導及び教育訓練に関すること。 

(２) 公用車の運行管理に関すること。 

(３) 事故の防止及び運転記録その他安全運転上必要とする書類の保管に関すること。 

(４) 始業点検の実施方法を定め、適切な措置をとること。 
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(５) 定期点検の実施、整備記録その他の点検整備に関する記録の保管に関すること。 

（運転者の責務） 

第７条 運転者は、関係法令を遵守するとともに、管理者、安全運転管理者及び整備管理者の指示

に従い、常に安全運転に専念しなければならない。 

２ 運転者は、その運行に関する記録を公用車運転日誌（別記様式第１号）に記載し、車庫に納車

後必要に応じて、その状態を管理者に報告しなければならない。 

３ 運転者は、公用車の運行開始前に点検を実施し、運行終了後は、清掃等を行い、次の使用に支

障のないよう努めなければならない。 

（公用車の使用） 

第８条 公用車を使用しようとする者（以下「使用者」という。）は、常に効率的な使用に努める

とともに、公務以外に使用してはならない。 

（公用車の使用手続） 

第９条 使用者は、あらかじめ予約システムを通じて申請し、管理者の承認を受けなければならな

い。ただし、緊急を要する場合は、電話等による照会をもって使用手続に代えることができる。 

２ 承認を受けた使用者が、使用時間、使用目的等を変更し、使用しようとする場合は、前項の規

定を準用する。 

（事故の報告） 

第10条 運転者は、公用車に係る事故の発生があった場合は、事故の大小にかかわらず、直ちに管

理者及び安全運転管理者に対して、事故報告書（別記様式第２号）により報告しなければならな

い。 

（補則） 

第11条 この規程に定めるもののほか、公用車の管理について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規程は、平成17年１月１日から施行する。 

附 則（平成23年規程第３号） 

この規程は、公表の日から施行する。 

附 則（平成24年規程第３号） 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 
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別記様式第１号（第７条関係） 

 

別記様式第２号（第10条関係） 
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資料 12 公用車購入基準 

公用車購入基準 

平成 27年６月１日施行 

 

（目的） 

 第１ 厳しい行財政環境を踏まえ、市有自動車等の購入基準を定め適正化を図るものである。 

（区分） 

 第２ 市有自動車を次のように区分する。 

  （１） 一般用自動車 乗用車、貨物兼乗用車、軽４輪車（総排気量 

 ６６０ｃｃ未満の自動車） 

  （２） 事業用自動車 貨物車、作業用特殊車（ブルドーザー、グレーダー、フォークリフト

等） 

（購入基準） 

 第３ 市有自動車の購入に当たっては、次の事項により判断する。ただし、事業用自動車につい

ては、第１号ア及びイの規定を適用しないことができるものとする。 

（１）更新 

ア 購入後１３年を経過し、走行距離が１０万キロメートルを超えていること。 

イ その他買い替える必要がある特別な事情が生じていること。 

（２）新規 

ア 新規で購入する必要がある相当な理由があること。 

イ 補助等の有無 

 ２ 前項各号の場合において、一般用自動車を購入する場合は、原則として軽４輪車とし、災害

対応等で使用するため、４輪駆動とする。ただし、使途によっては、低公害対策小型自動車に

よることができるものとする。 

３ 購入する車両の装備は、ＦＭ・ＡＭチューナー等必要最小限のものとする。ただし、災害派

遣等で長距離を走行する可能性のある車両については、ナビゲーションシステムを装備できる

ものとし、広く市民に広報する必要がある車両については、アンプ及び拡声器を装備できるも

のとする。 

（表示） 

 第４ 市有自動車は、原則として前席サイドドア両側に指定文字（市章及び市名）を表示するも

のとする。ただし、市長車等使用者を限定する車両については、この限りでない。 
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資料13 野々市市職員等旅費条例（第４条、第６条、第７条 抜粋） 

○野々市市職員等旅費条例 

昭和57年３月31日条例第３号 

（旅行命令等） 

第４条 次の各号に掲げる旅行は、当該各号に掲げる区分により、任命権者又はその委任を受けた

者（以下「旅行命令権者」という。）の発する旅行命令又は旅行依頼（以下「旅行命令等」とい

う。）によって行わなければならない。 

(１) 前条第１項の規定に該当する旅行 旅行命令 

(２) 前条第４項の規定に該当する旅行 旅行依頼 

２ 旅行命令権者は、電信、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては公務の円滑な遂行を図

ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能である場合に限り、旅行命令等を発す

ることができる。 

３ 旅行命令権者は、既に発した旅行命令等を変更（取消しを含む。以下同じ。）する必要がある

と認める場合で、前項の規定に該当する場合には、自ら又は次条第１項若しくは第２項の規定に

よる旅行者の申請に基づき、これを変更することができる。 

４ 旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又は旅行依頼簿（以

下「旅行命令簿等」という。）に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示して

行わなければならない。ただし、旅行命令簿等に当該旅行に関する事項を記載し、これを提示す

るいとまがない場合には、口頭により旅行命令等を発し、又はこれを変更することができる。 

５ 旅行命令権者は、口頭により旅行命令等を発し、又はこれを変更した場合には、速やかに旅行

命令簿等に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなければならない。 

６ 旅行命令簿等の様式は、規則で定める。 

（旅費の種類） 

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料及び食卓料とする。 

２ 鉄道賃は、鉄道旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。 

３ 船賃は、水路旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。 

４ 航空賃は、航空旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。 

５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅行について、路程に応じ１キロメートル当たりの

定額又は実費額により支給する。 
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６ 日当は、旅行中の日数に応じ１日当たりの定額により支給する。ただし、用務地が石川県内で、

宿泊を伴わない場合には、支給しない。 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ１夜当たりの定額により支給する。ただし、当該夜において、

鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は陸路旅行中である場合には、支給しない。 

８ 食卓料は、鉄道旅行、水路旅行及び陸路旅行中の夜数に応じ１夜当たりの定額により支給する。 

（旅費の額） 

第７条 前条の旅費の額は、次の各号に規定する額及び別表に掲げる額とする。 

(１) 鉄道賃及び船賃の額は、当該旅客運賃に普通急行料金、特別急行料金、座席指定料金及び

寝台料金のうち、その乗車に要した料金を加算した額とする。ただし、市長及び副市長につい

ては、特別車両料金及び特別船室料金を加算することができる。 

(２) 航空賃の額は、市長が特に必要と認める場合に限り、現に支払った旅客運賃による。 

(３) 車賃の額は、１キロメートルにつき37円とする。ただし、公務上の必要又は天災その他や

むを得ない事情により定額の車賃で旅行の実費を支弁することができない場合には、実費額に

よる。 

 

 

 

 


